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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期

第１四半期
連結累計期間

第21期
第１四半期
連結累計期間

第20期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 33,535,870 35,799,998 101,083,608

経常利益 （千円） 6,951,001 6,749,233 15,414,072

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 4,707,644 4,575,699 10,526,939

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 4,707,183 4,579,480 10,515,806

純資産額 （千円） 54,190,270 63,499,417 59,615,408

総資産額 （千円） 130,527,437 189,743,536 185,307,149

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 80.04 77.80 178.99

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 77.41 178.83

自己資本比率 （％） 41.4 33.3 32.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 4,585,895 △6,068,315 △25,443,012

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △4,798,261 △207,919 △6,942,584

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 5,548,752 4,791,939 39,997,552

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 26,163,872 26,959,393 28,439,078

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

４．第20期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．平成28年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行いましたが、第20期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額を算定しております。

６．当社は第20期第２四半期連結会計期間より、株式給付型ＥＳＯＰを導入しており、株主資本において自己株

式として計上されている株式給付型ＥＳＯＰに残存する自社の株式は、１株当たり四半期（当期）純利益金

額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式に含めております。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については以下のとおりであります。

（不動産販売事業）

当第１四半期連結会計期間において、株式会社ララプレイスの全株式を取得し連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融緩和を受けて企業収益や雇

用環境の改善が見られ、景気は緩やかな回復基調で推移しておりますが、中国及び新興国の景気減速、米国や欧州

における政治動向等のリスク要因もあり、先行きは不透明な状況が続いております。

当不動産業界におきましては、三大都市圏及び地方中枢都市の公示地価の上昇が継続しており、開発用地の取得

費が上昇していること、東京オリンピック開催に伴い、旺盛な建設需要が建築工事費を押し上げていること等、懸

念材料があるものの、住宅ローン減税政策等の住宅取得支援制度が継続して実施されていることや低金利を背景に

住宅取得需要は引き続き堅調に推移しております。

このような環境の下、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高35,799百万円（前年同期比6.8％増）、営業

利益6,819百万円（同2.3％減）、経常利益6,749百万円（同2.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益4,575

百万円（同2.8％減）となりました。

なお、売上高は前年同期と比べて増加しているものの、販売費及び一般管理費の増加額が大きいため減益となっ

ておりますが、通期の業績予想の進捗は概ね順調であります。

また、受注の状況に関しては、大型物件である「プレサンスレジェンド琵琶湖」などの受注状況が好調に推移し

ており、当第１四半期連結累計期間の契約高及び契約残高はそれぞれ、対前年同期比54.2％増、同77.1％増といず

れも前年同期を大きく上回っており、今後の業績についても順調に推移するものと見込んでおります。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

（不動産販売事業）

不動産販売事業におきましては、ワンルームマンション「プレサンスシリーズ」のプレサンスＫＯＢＥグレ

ンツ（総戸数138戸）等の販売が順調に推移いたしました。その結果、ワンルームマンション売上高16,855百

万円（978戸）、ファミリーマンション売上高7,238百万円（203戸）、一棟販売売上高6,893百万円（377

戸）、ホテル販売売上高1,053百万円（72戸）、その他住宅販売売上高111百万円（4戸）、その他不動産販売

売上高1,991百万円、不動産販売附帯事業売上高203百万円となり、不動産販売事業の合計売上高は34,348百万

円（前年同期比5.3％増）、セグメント利益は6,434百万円（同5.0％減）となりました。

（その他）

その他の不動産賃貸事業等におきましては、自社保有の賃貸不動産が順調に稼働いたしました。その結果、

その他の売上高は1,451百万円（前年同期比57.2％増）、セグメント利益は617百万円（同42.5％増）となりま

した。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末と

比べ1,479百万円減少し、26,959百万円(前期末比5.2％減）となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、減少した資金は6,068百万円（前年同期は4,585百万円の増加）となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益が6,743百万円あったことにより、資金が増加したのに対して、積

極的に開発用地を取得したこと等によりたな卸資産が6,561百万円増加したこと、支払期日の到来等により仕

入債務が3,989百万円減少したこと、法人税等を2,416百万円支払ったこと等により、資金が減少したためであ

ります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は207百万円（前年同期は4,798百万円の減少）となりました。

これは主に、子会社株式の取得により162百万円資金が減少したためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、増加した資金は4,791百万円（前年同期は5,548百万円の増加）となりました。

これは主に、配当金を719百万円支払ったことにより資金が減少したのに対して、金融機関からの借入金が

純額で5,511百万円増加したことにより、資金が増加したことによるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、契約高及び契約残高が著しく増加いたしました。

①　受注状況

当第１四半期連結累計期間の契約状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント
の名称

区分

契約高 契約残高

数量
（戸）

前年
同期比
（％）

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

数量
（戸）

前年
同期比
（％）

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

不動産

販売事業

ワンルーム

マンション
557 135.2 9,738,950 135.3 372 62.6 6,305,492 62.0

ファミリー

マンション
521 132.2 19,122,910 135.6 2,374 182.8 90,700,700 193.8

一棟販売 487 209.0 7,133,937 250.3 1,267 157.2 17,662,398 172.2

ホテル販売 － － 7,277 － 411 570.8 7,415,396 416.4

その他住宅

販売
18 90.0 501,071 97.9 21 210.0 606,493 242.3

その他不動産

販売
－ － 1,991,540 667.5 － － － －

報告セグメント計 1,583 149.5 38,495,687 154.2 4,445 159.8 122,690,480 177.1

（注）１．本表におきまして「受注高」は「契約高」と読み替えております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．上記の金額には、追加工事の金額も含まれております。

４．一棟販売とは、マンション一棟もしくはその一部を主にマンション販売業者に卸売する方法であります。

５．その他住宅販売とは、中古住宅流通事業、戸建分譲事業等、新築マンション以外の住宅の販売であります。

６．その他不動産販売とは、商業用店舗、開発用地等の住宅以外の不動産の販売であります。

７．その他不動産販売の契約高は開発用地に関するものであります。

８．ホテル販売の契約高は追加工事のため数量（戸）は計上しておりません。また、契約残高のうち1,038,565

千円は土地のみ契約済であり、建物の契約は未済であるため数量（戸）は計上しておりません。

９．契約高及び契約残高については、計画変更等により数量（戸）が変動する可能性があります。

10．報告セグメントに含まれない事業セグメントについては、該当事項はありません。
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②　販売実績

当第１四半期連結累計期間の販売（引渡）実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 区分

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

数量（戸）
前年
同期比
（％）

金額（千円）
前年
同期比
（％）

不動産販売事業

ワンルームマンション 978 127.0 16,855,317 126.3

ファミリーマンション 203 47.3 7,238,687 52.4

一棟販売 377 116.7 6,893,824 157.8

ホテル販売 72 － 1,053,277 －

その他住宅販売 4 22.2 111,788 21.8

その他不動産販売 － － 1,991,540 430.1

不動産販売附帯事業 － － 203,845 191.2

報告セグメント計 1,634 106.1 34,348,281 105.3

その他 － － 1,451,716 157.2

合計 1,634 106.1 35,799,998 106.8

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の金額には、追加工事の金額も含まれております。

３．一棟販売とは、マンション一棟もしくはその一部を主にマンション販売業者に卸売する方法であります。

４．その他住宅販売とは、中古住宅流通事業、戸建分譲事業等、新築マンション以外の住宅の販売であります。

５．その他不動産販売とは、商業用店舗、開発用地等の住宅以外の不動産の販売であります。

６．不動産販売附帯事業とは、マンションの販売代理手数料、及び不動産販売事業に附随して発生する事務手数

料等であります。

７．その他不動産販売の売上高は、開発用地に関するものであります。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの主力事業である不動産販売事業は、各種不動産関連法規の改廃、景気変動、原材料価格、土地

価格、金利動向及び住宅税制並びにその他税制の影響を受けやすいため、景気の悪化、金利の上昇、税制の改

正、マンション開発用地の価格上昇及び原材料価格の上昇が発生した場合には、顧客の購買意欲の低下につなが

り、当社グループの経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金需要の主なものは、不動産販売事業の開発用地取得資金及び物件開発資金であります。開

発用地取得資金は主に金融機関からの借入によって調達すること、物件開発資金は内部留保による自己資金で対

応することで、金融費用の低減及び資本コストの管理に努めております。

(8) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループは、ワンルームマンション・ファミリーマンションの分譲を柱として経営基盤を拡充し、安定し

た収益の向上に努めてまいります。

ワンルームマンションの分譲につきましては、年金問題、単独世帯数の増加及び都心部への人口回帰現象と

いった社会的側面があること、比較的リスクが少ない資産運用の商品として市場に定着していること等から、堅

調に推移するものと考えております。今後も変化する顧客のニーズに的確に対応し、収益性を重視しつつ事業規

模の拡大を図ってまいります。

ファミリーマンションの分譲につきましては、継続的な住宅取得支援制度の実施により、都心部の顧客ニーズ

に合致したマンションに対する需要は、堅調に推移しておりますので、今後も三大都市圏を中心にファミリーマ

ンション供給戸数の増加を図ってまいります。

また、その他の不動産賃貸管理事業、賃貸事業及び建物管理事業等につきましては、今後も事業規模を拡大

し、継続的かつ安定的な収益の確保を図ってまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 192,000,000

計 192,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 61,613,600 61,821,600
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株で

あります。

計 61,613,600 61,821,600 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 61,613,600 － 1,472,694 － 1,402,694

（注）　平成29年７月１日から平成29年８月９日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が208,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ138,658千円増加しております。

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　2,485,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 59,125,900 591,259 －

単元未満株式 普通株式　　　2,500 － －

発行済株式総数 61,613,600 － －

総株主の議決権 － 591,259 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式給付型ＥＳＯＰ導入に伴い日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）が保有する当社株式315,300株（議決権の数　3,153個）を含めております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数40個が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

株式会社プレサンス

コーポレーション

大阪市中央区城見

一丁目２番27号
2,485,200 － 2,485,200 4.03

計 － 2,485,200 － 2,485,200 4.03

（注）株式給付型ＥＳＯＰ導入に伴い日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式

315,300株につきましては、上記自己株式等に含まれておりませんが、会計処理上は当社と株式給付型ＥＳＯＰを

一体としていることから、四半期連結貸借対照表においては自己株式として処理をしております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成してお

ります。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 30,534,088 29,054,411

売掛金 93,479 45,169

販売用不動産 14,324,393 11,930,818

仕掛販売用不動産 122,174,998 131,352,697

原材料及び貯蔵品 188,219 191,426

その他 4,494,898 3,535,834

流動資産合計 171,810,077 176,110,358

固定資産   

有形固定資産   

賃貸不動産（純額） 11,353,138 11,277,945

その他（純額） 512,406 541,509

有形固定資産合計 11,865,545 11,819,454

無形固定資産 276,890 476,795

投資その他の資産 1,354,636 1,336,928

固定資産合計 13,497,071 13,633,177

資産合計 185,307,149 189,743,536

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,752 244,175

電子記録債務 7,770,600 3,551,202

短期借入金 1,440,000 3,160,000

1年内返済予定の長期借入金 23,970,549 32,772,599

未払法人税等 2,542,037 2,244,610

前受金 10,825,594 9,699,574

賞与引当金 131,810 181,179

その他 2,742,147 2,976,700

流動負債合計 49,438,492 54,830,042

固定負債   

長期借入金 75,691,200 70,833,600

役員退職慰労引当金 522,650 535,275

株式給付引当金 39,398 39,398

その他 － 5,803

固定負債合計 76,253,248 71,414,076

負債合計 125,691,740 126,244,119

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,472,694 1,472,694

資本剰余金 1,406,871 1,406,871

利益剰余金 59,308,110 63,150,617

自己株式 △2,869,119 △2,869,119

株主資本合計 59,318,556 63,161,064

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △6,212 △5,196

その他の包括利益累計額合計 △6,212 △5,196

新株予約権 287,248 324,969

非支配株主持分 15,816 18,580

純資産合計 59,615,408 63,499,417

負債純資産合計 185,307,149 189,743,536
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 33,535,870 35,799,998

売上原価 23,504,027 25,235,139

売上総利益 10,031,842 10,564,858

販売費及び一般管理費 3,050,087 3,744,982

営業利益 6,981,755 6,819,876

営業外収益   

受取利息 168 796

受取配当金 383 265

仕入割引 4,635 2,648

受取手数料 21,150 22,451

違約金収入 28,299 27,701

その他 13,653 35,736

営業外収益合計 68,289 89,601

営業外費用   

支払利息 95,201 131,150

持分法による投資損失 － 27,125

その他 3,841 1,968

営業外費用合計 99,042 160,243

経常利益 6,951,001 6,749,233

特別損失   

固定資産除却損 － 5,986

投資有価証券評価損 34,283 －

特別損失合計 34,283 5,986

税金等調整前四半期純利益 6,916,718 6,743,247

法人税等 2,208,722 2,164,784

四半期純利益 4,707,995 4,578,463

非支配株主に帰属する四半期純利益 351 2,763

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,707,644 4,575,699
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 4,707,995 4,578,463

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △812 1,016

その他の包括利益合計 △812 1,016

四半期包括利益 4,707,183 4,579,480

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,706,832 4,576,716

非支配株主に係る四半期包括利益 351 2,763
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 6,916,718 6,743,247

減価償却費 62,642 91,540

のれん償却額 － 25,053

株式報酬費用 40,909 37,720

持分法による投資損益（△は益） － 27,125

賞与引当金の増減額（△は減少） 45,525 49,369

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11,750 12,625

受取利息及び受取配当金 △551 △1,062

支払利息 95,201 131,150

為替差損益（△は益） － △7,277

固定資産除却損 － 5,986

投資有価証券評価損益（△は益） 34,283 －

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,587,435 △6,561,690

仕入債務の増減額（△は減少） △1,521,069 △3,989,402

前受金の増減額（△は減少） △2,224,077 △1,124,933

未払消費税等の増減額（△は減少） 362,622 365,730

未収消費税等の増減額（△は増加） 491,453 993,392

その他 △618,869 △316,716

小計 7,283,973 △3,518,140

利息及び配当金の受取額 714 1,062

利息の支払額 △96,090 △134,904

法人税等の支払額 △2,602,702 △2,416,333

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,585,895 △6,068,315

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △4,797,949 △44,688

投資有価証券の取得による支出 △311 △299

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △162,993

その他 － 62

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,798,261 △207,919

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,720,000

長期借入れによる収入 12,130,000 12,585,000

長期借入金の返済による支出 △5,717,249 △8,793,949

配当金の支払額 △863,997 △719,110

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,548,752 4,791,939

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 4,610

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,336,386 △1,479,684

現金及び現金同等物の期首残高 20,827,486 28,439,078

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 26,163,872 ※ 26,959,393
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より新たに株式を取得したため、株式会社ララプレイスを連結の範囲に含めて

おります。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当社及び当社グループ会社の従業員（以下、「従業員」といいます。）の新しい福利厚生制度として

当社の株式を給付し、株価上昇及び業績向上へ従業員の意欲や士気を高めることを目的として、株式給付型ＥＳ

ＯＰ（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

（1）取引の概要

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員に対し当社株式を給付す

る仕組みです。

当社は、従業員に対し貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得したときに当該

付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金

銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

（2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当第１四半期連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額は326,729千円、株式数は

315,300株であります。

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

現金及び預金勘定 28,223,872千円 29,054,411千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,060,000千円 △2,095,017千円

現金及び現金同等物 26,163,872千円 26,959,393千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月26日

取締役会
普通株式 882,198 60 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金

（注）　当社は、平成28年10月１日付で普通株式１株につき４株の株式分割を行っております。当該株式分割は平成28年

10月１日を効力発生日としておりますので、１株当たり配当額につきましては株式分割前の株式数を基準にして

おります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月29日

取締役会
普通株式 733,191 12.40 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金

（注）　配当金の総額には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式に対する配当金

3,909千円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 不動産販売事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 32,612,362 32,612,362 923,508 33,535,870

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －

計 32,612,362 32,612,362 923,508 33,535,870

セグメント利益 6,773,862 6,773,862 433,621 7,207,483

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸・仲介・管理、損害保険

代理事業、マンションの内装工事等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益  金額

報告セグメント計 6,773,862

「その他」の区分の利益 433,621

全社費用（注） △225,728

四半期連結損益計算書の営業利益 6,981,755

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 不動産販売事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 34,348,281 34,348,281 1,451,716 35,799,998

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －

計 34,348,281 34,348,281 1,451,716 35,799,998

セグメント利益 6,434,948 6,434,948 617,795 7,052,744

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸・仲介・管理、損害保険

代理事業、マンションの内装工事等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益  金額

報告セグメント計 6,434,948

「その他」の区分の利益 617,795

全社費用（注） △232,867

四半期連結損益計算書の営業利益 6,819,876

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「不動産販売事業」セグメントにおいて、当第１四半期連結会計期間より、株式会社ララプレイスの全株式

取得による連結子会社化に伴い、のれんが発生しております。

なお、当該事象によるのれんの発生額は219,149千円であります。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社ララプレイス

事業の内容　　　　　不動産販売事業

（2）企業結合を行った主な理由

近畿圏・沖縄県における営業力の強化により当社グループの持続的な成長と企業価値の向上に寄与すること

が期待できるため。

（3）企業結合日

平成29年４月５日（株式取得日）

平成29年４月１日（みなし取得日）

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

（6）取得した議決権比率

株式取得直前に所有していた議決権比率　　0％

企業結合日に取得した議決権比率　　　　100％

株式取得後の議決権比率　　　　　　　　100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金及び預金を対価とする株式取得により、株式会社ララプレイスの議決権の100％を保有すること

になるため、企業結合会計上は当社が取得企業に該当し、株式会社ララプレイスは被取得企業に該当いたしま

す。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成29年４月１日から平成29年６月30日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得対価　　　　　現金及び預金 295,600千円

取得原価 295,600千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

219,149千円

（2）発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 80円04銭 77円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
4,707,644 4,575,699

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
4,707,644 4,575,699

普通株式の期中平均株式数（株） 58,813,212 58,813,072

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 77円41銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 298,274

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―― ――

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成28年10月１日付で普通株式１株につき４株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額を算定しております。

３．株式給付型ＥＳＯＰ導入に伴い、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式

を１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めております（前第１四半期連結累計期間－株、当第１四半期連結累計期

間315,300株）。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成29年５月29日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額……………………………………733,191千円

(ロ）１株当たりの金額………………………………12円40銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成29年６月26日

（注）　平成29年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月８日

株式会社プレサンスコーポレーション

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石田　博信　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福竹　　徹　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プレサ

ンスコーポレーションの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29

年４月１日から平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プレサンスコーポレーション及び連結子会社の平成29年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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